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３. 噴火時等の対応 

 

※ 噴火警報・予報の運用開始（平成 19 年 12 月）以前は、気象庁は、火山の活動状況による    

以下の３つの種類の情報を発表する体制となっていた（なお、現在は使われていない）。 

・火山観測情報： 

緊急火山情報、臨時火山情報を補う場合や、火山活動に変化があった場合などに発表 

・臨時火山情報： 

火山活動に異常が発生し、注意が必要なときに発表 

・緊急火山情報： 

生命、身体にかかわる火山活動が発生した場合、あるいはそのおそれがある場合に発表 
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① 有珠山 ― 2000 年の噴火 ― 
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② 草津白根山 ― 2014 年の活動活発化 ―  
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③ 浅間山 ― 2004 年の噴火 ―  
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④ 新潟焼山 ― 2015 年の活動活発化 ― 
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⑤ 御嶽山 ― 2014 年の噴火 ― 
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⑥ 箱根山（大涌谷周辺） ― 2015 年の噴火 ― 
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⑦ 伊豆大島 ― 1986 年の噴火 ― 
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⑧ 三宅島 ― 2000 年の噴火 ― 
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全島避難

６月26日の避難勧告に際して、三宅村災害対策本部は、自主避難者に対する避難所開設を行い受け入れ体
制を整えた。避難の際には、寝たきり老人の優先避難が実施された。

このほか、避難のための村営バスや漁船を阿古湾に待機させ、定期船の運航の準備を行った。さらに、海
上自衛隊の船２隻が島の沖合いへ派遣されるなど、全島民が島外避難できるような体制が整えられた。

全島避難の方法については、９月２日から４日までに、定期船により避難することとし、村営バスが島内
各地区をまわり、住民を港まで移送した。５日までの間に防災関係者を除く村民の避難が完了した。避難に
あたっては、避難者リストの作成や避難場所の割振り、ペットの預け方、避難者漏れ等の確認方法などの手
順を定め実施された。

規模の大きな噴火が発生したり、火山噴火予知連絡会の見解が発表される毎に、内閣府、消防庁、気象庁、
東京都等が集まり、必要な対策についての検討を行っていた。このような体制により、予測されない事態に
遭遇していたものの、結果として被害を最小限に留めることができた。全島避難の後も船や神津島及び三宅
島に設けられた現地災害対策本部において引き続き関係機関による検討が行われた。

要配慮者の避難

在宅高齢者や児童等の島外への避難については、段階的な早期避難として、９月の全島避難に先立ち、８
月下旬から実施された。

在宅高齢者や児童等の島外避難に向け、三宅村は事前に東京都へ受け入れ先の確保を要請。東京都は、三
宅村の要請に応じ、受け入れ先を確保した。

0 2 4 6 81
キロメートル

三宅中学校

三宅小学校

神着老人福祉館

山頂火口

三宅村役場

阿古
21：10 避難勧告
避難対象者
（649世帯 1,516人）
避難先
三宅小学校体育館

三池
21：55 避難勧告
避難対象者
（155世帯 313人）
避難先
神着老人福祉館

坪田
21：45 避難勧告
避難対象者
（410世帯 790人）
避難先
三宅中学校体育館

阿古湾
村営バスや漁船待機

島の沖合い
海上自衛隊の船２隻派遣



 

 

138 

 

 

  



 

 

139 

 

 

⑨ 雲仙普賢岳 ― 1991 年の噴火 ― 
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⑩ 霧島山（新燃岳） ― 2011 年の噴火 ― 

  

霧島山（新燃岳） ― 2011年の噴火 ―

噴火対応のポイント

2011年1月26日から本格的な噴火が始まった新燃岳は、大量の火山灰や噴石等を噴出し、爆発的な噴火を繰
り返した。30日に宮崎県高原町は火砕流発生を警戒して、住民に避難勧告を発令した。

 避難対象地域の設定：噴火当時、高原町には具体的な避難計画は策定されていなかったが、火山専門家の
協力もあり、火山ハザードマップを基に、避難対象地域が迅速に設定された。

 避難計画の策定：噴火後、政府支援チームが現地に入り、「霧島山（新燃岳）の噴火活動が活発化した場
合の避難計画策定のガイドライン」を提示。これらをもとに、高原町は霧島火山防災連絡会コアメンバー
会議において、具体的な避難計画（素案）を発表した。

 エキスパート派遣：噴火後、地域住民は土石流災害等に引続き大きな不安を募らせていた。このような状
況において、火山防災エキスパートが現地に派遣され、地域住民等を対象に、土石流対策についての説
明・助言がなされた。

月 主な火山活動・事象 主な防災対応 

1 月 

19 日 噴火開始 

26 日 本格的なマグマ噴火開始 

噴火警戒レベル２→３に 

28 日 溶岩ドームが出現 

 

 

30 日 溶岩ドームが直径 500m 程度に拡大 

26 日 高原町が災害対策本部設置 

27 日 自主避難【高原】 

28 日 小中学校 6 校、県立高等学校 1 校が臨時休校【高原】 

      都城市が災害対策本部設置 

      宮崎県が災害対策本部設置 

30 日 避難勧告発令【高原】 

2 月 

1 日 爆発的噴火が発生 大 き な 噴石が 

約 3．2km に飛散 

規制区域を 4km に拡大 

２日 溶岩ドームは直径 600m 程度に拡大 

     ～その後も爆発的噴火を繰り返す～ 

7 日  政府支援チーム派遣 

        災害ボランティアセンターが開設【高原】 

 

10 日 宮崎県は避難雨量基準を時間雨量 4mm と発表 

      1 人暮らし高齢者らに避難を呼びかけ【都城西岳地区】 

      自主避難【都城】 

14 日 土石流避難基準に関する国、県、市町による調整会議 

17 日 土石流による初の避難勧告発令【都城】 

22 日 第 1 回霧島火山防災連絡会コアメンバー会議開催 

28 日 災害救助法を適用 

3 月 

1 日 爆発的噴火が発生 

 

13 日 中規模噴火 

 

10 日 第 5 回霧島火山防災連絡会コアメンバー会議：都城市・

     高原町から「霧島山（新燃岳）の噴火活動が活発化し 

     た場合の避難計画（素案）」提示 

22 日 規制区域を 3km 以内に縮小 

4 月 

3 日  噴火が発生 

18 日 噴火が発生（高原町に直径 1～2cm 

の噴石） 

 

 

27 日 土石流による避難勧告発令【都城】 

5 月  
2 日 国土交通省：避難雨量基準を地区によって 

1 時間雨量 15mm ないし 20mm に見直すと発表 

6 月 

 

 

16 日 ごく小規模な噴火が発生 

 

 

29 日 ごく小規模な噴火が発生 

6 日  国土交通省：避難雨量基準の引き上げ 

    都城市と高原町は「１時間 20 ミリ」に避難勧告発令基準 

を変更 

16 日 土石流による避難勧告発令【都城】 

18 日 土石流による避難勧告発令【都城】 

20 日 土石流による避難勧告発令【都城】 
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⑪ 口永良部島 ― 2015 年の噴火 ― 
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＜本手引きの策定にあたり、ご指導、ご協力いただいた方々＞ 

 

■噴火時等の避難計画の手引き作成委員会 委員（◎：座長） 

  ◎池谷  浩   一般財団法人砂防・地すべり技術センター研究顧問 

   石原 和弘   京都大学名誉教授 

   尾形 好雄   公益社団法人日本山岳・スポーツクライミング協会 

   河野 まゆ子   株式会社ＪＴＢ総合研究所地域戦略部長 主席研究員 

   関谷 直也   東京大学大学院 

   情報学環総合防災情報研究センター 准教授 

    勝俣 浩行    箱根町町長（令和２年 11 月～） 

山口 昇士   箱根町前町長（平成 27 年 12 月～令和２年 11 月） 

吉本 充宏   山梨県富士山科学研究所 富士山火山防災研究センター 

主幹研究員（センター長） 

 

 

 

 

 

 




